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指定管理者による公の施設の管理運営への暴力団等の介入の排除に関する合意書

奈良県総務部長（以下「甲」という ）と奈良県警察本部刑事部長（以下「乙」という ）。 。

は、指定管理者による公の施設の管理運営への暴力団等の介入を排除するため、下記に定める

事項について合意し、相互の立場を尊重しつつ最大限の協力を行うものとする。

記

第１ 甲は、指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規

定する指定管理者をいう。以下同じ ）による公の施設の管理運営への暴力団等（暴力団。

員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定

する暴力団及び暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ ）。

若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にあるものを

いう。以下同じ ）の介入を排除するため、公の施設の所管部局長及び教育長（以下「所。

管部局長等」という ）に対し、本合意書に基づく暴力団等の介入を排除するための措置。

を講ずるよう通知するものとする。

２ 所管部局長等は、甲からの通知を踏まえ、暴力団等の介入を排除するための措置を講ず

るものとする。

（指定管理者募集時における排除措置について）

第２ 所管部局長等は、公の施設の指定管理者を募集する際には、募集要項に、別記１のとお

り暴力団等の排除に関する申請資格要件（以下「欠格条項」という ）を明記するものと。

する。

第３ 所管部局長等は、指定管理者指定申請書を提出した法人その他の団体（以下「法人等」

という ）が欠格条項に該当することとなる事実の存否について、乙に対し別記様式第１。

号により照会するものとする。

第４ 乙は、所管部局長等から第３による照会があった場合には、当該事実について調査のう

え、速やかにその結果を別記様式第２号により回答するものとする。

第５ 所管部局長等は、第４による回答により、欠格条項に該当する事実があると確認したと

きは、当該法人等を失格とするものとする。
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（指定管理者指定後における排除措置について）

第６ 所管部局長等は、指定管理者との間において締結する基本協定書に、別記２のとおり指

定管理者が欠格条項に該当することとなった場合は、直ちに指定を取り消す旨の規定を置

くものとする。

第７ 所管部局長等は、指定管理者として指定した法人等が、欠格条項に該当する疑いがある

と認めるときは、乙に対し別記様式第３号により照会するものとする。

第８ 乙は、所管部局長等から第７による照会があった場合には、当該事実について調査のう

え、速やかにその結果を別記様式第４号により回答するものとする。

第９ 所管部局長等は、第８による回答により、欠格条項に該当する事実があると確認したと

きは、指定管理者の指定を取り消すものとする。

（その他）

第 乙は、事件捜査等を通じて、指定管理者指定申請書を提出した法人等又は指定管理者10

として指定した法人等が、欠格条項に該当する事実があると認められるときは、所管部局

長等に対して、別記様式第５号により通知するものとする。

第 第 による通知を受けた所管部局長等は、第５及び第９の規定に準じて暴力団等の介11 10

入を排除するための措置を講ずるものとする。

２ 乙は、所管部局長等が前項の排除措置を講ずる場合には、可能な限りの協力を行うもの

とする。

第 所管部局長等は、第５、第９又は第 による排除措置を行ったときは、乙に対して、12 11

速やかに別記様式第６号により通知するものとする。

第 所管部局長等は、第５、第９又は第 による排除措置を行った後に、当該法人等から13 11

の問い合わせ等のトラブルが生じたときは、その解決のための協力を乙に要請できるもの

とする。

２ 乙は、前項の要請があった場合には、可能な限りの協力を行うものとする。

第 甲は、本合意書の内容を所管部局長に周知し、その適正な運用を図るとともに、必要14

に応じて所管部局長等と乙との間の連絡調整を行うものとする。
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第 甲並びに所管部局長等及び乙は、所管部局長等から甲に必要な情報提供を行う場合を15

除き、相互の了解なくして、この合意書に基づき提供された情報を他に漏らしてはならな

い。

第 この合意書の内容に疑義が生じたときは、その都度甲乙協議するものとする。16

この合意書の証として本書２通を作成し、甲乙が各自１通ずつを保有するものとする。

平成１８年３月２２日

甲 奈 良 県 総 務 部 長 滝 川 伸 輔

乙 奈良県警察本部刑事部長 栢 本 隆 博



- 4 -

＜別記１＞

募集要項に記載する暴力団等の介入の排除に関する申請資格要件の記載例

次に該当する法人等（グループで応募する場合はグループの構成員のいずれかが次に該当す

る法人等）は応募することができません。

ア～カ（略）

キ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ ）。

ク 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ ）若しくは暴力団。

の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある法人等

ケ 上記キ及びク並びにそれらの構成員（以下「暴力団等」という ）の利益となる活動（暴。

力団等と取引をし、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団等の維持運営

に協力し、又は関与することをいう。以下同じ ）を行う法人等。

コ 役員等（法人の場合は、役員及び経営に事実上参加している者、法人格のない団体にあっ

てはその代表者及び経営に事実上参加している者をいう。以下同じ ）が、暴力団等の利益。

となる活動を行う法人等

サ 役員等が暴力団等と社会的に不適切な交友関係（相手方が暴力団等であることを知りなが

ら、会食、遊戯、旅行、スポーツ等を共にするような交友関係をいう ）を継続的に有して。

いる法人等

＜別記２＞

欠格条項に該当することとなった場合の指定の取り消しに関する協定書の規定

第○条 乙が、前条キ～サに規定する欠格条項に該当することとなったとき（乙がグループの

場合は、乙を構成するもののいずれかが該当することとなった場合を含む ）は、甲は、地。

方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、その指定を取り消すものとする。


